
欧州競争法における内部補助を背景とした

市場支配的地位の濫用規制

一一ドイツポスト事件を素材にして一一

1. はじめに一検討対象－

2. 問題の背景

(1) 欧州及びドイツの郵便分野における競争と法

(2) 費用概念の整理

3.検討

西 村 暢 史

(1) 欧州競争法82条における略奪的価格設定行為規制とその問題点

(2) 費用算定基準に関する考え方

4.結びにかえて

1 .はじめに－検討対象－

ある市場への競争の導入は，その市場での需要者に対してより多くの選択肢

を提供し，供給者には需要者指向の多様且つ安価な商品・サービス提供の機会

となる。さらに競争導入の効果は，供給者自身の経営の効率化とサービスの改

善を促進させることにもなるO

郵便事業においては，多くの国々では，公有（固有）の事業者が，手紙や葉

書の全国均一料金と投函制度により全国あまねく公平に郵便送達サービスを行

い，費用構造が異なる地域，特に不採算地域においてもサービスを行ってきた
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（ユニバーサル・サービス）。これは，あまねく国民への情報通信に対するセー

フティーネットとして機能しているとされる l。そこで，通常，公有事業者は，

法律によりユニバーサル・サービス提供の義務を負い，同時に，一定の郵便事

業分野におけるサービス提供の独占的な取扱いを法律により保障されている場

合が多い。

一方で，公有事業者に独占的に保障されてきた一定の郵便事業分野を含む郵

便事業全体に競争が導入されると，その中でもより収益性の高い分野において

競争が活発化する（クリームスキミング的参入） 20 しかしながら，郵便の利用

者数には限度があるため，競争の活発化に対応する需要の増加は期待できない

場合が多~＼。競争導入の結果，ユニバーサル・サービスの提供を行う公有事業

者は，収益性の高い郵便取扱い分野から得られた収益により不採算地域にサー

ビスを提供する財政的基盤を失う可能性に直面することになる。これにより，

郵便送達サービスの重要性が損なわれるおそれが生じるら従って，郵便事業

への競争の導入は，ユニバーサル・サービスをいかに確保するかという点を考

慮、して検討する必要があるとされる 40

本稿は，民間事業者の郵便事業分野への参入を認めている諸外国，特にドイ

ツにおいて生じた，民間事業者と，ユニバーサル・サービスの提供に裏付けら

れた一定の種類の郵便物取扱いに関して法的独占を有する事業者5との聞にお

ける競争政策上の問題点についてドイツポスト事件6を素材に，本件の欧州競

争法における位置付けを検討の対象とする 70

通常，事業者は，利潤を獲得するためにサービスを提供する際に必要なすべ

ての費用をカバーしうるだけの当該サービス提供による収益を前提とした価格

設定を行う。事業者が必要とする費用を下回る価格設定を行うということは，

一般的に，その商業的・経営的において販売継続による損失を生じさせ，さら

に競争者を弱体化させることによって利潤を獲得することを目的とする場合が

多く，競争政策上問題となる場合が多L、。本稿は，欧州競争法82条に基づい，

独占市場から競争市場への内部補助（cross引 rbsidiza ti on）による市場支配的
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地位を有する事業者の略奪的価格設定行為の規制（その基準となる費用算定）

基準を検討対象とする 90

本件は， ドイツポストと競争しているビジネス用小包サービス，特に通販小

包サービスを提供しているUPS(United Parcel Service）と，上記サービス

の他に， 200g未満の手紙郵送事業分野を「独占留保分野（reservedarea）」と

して法的に排他的権利を有しているドイツポストとの間の争いであるO 本件は，

ドイツポストによるビジネス用小包サービスにおける費用を下回る価格でのサー

ビス提供の目的は競争者の市場からの排除であり，このことは，独占留保分野

から競争市場はおけるサービスへの内部補助によって行なわれ，競争市場にお

ける競争を阻害したとするUPSによる申立てに基づくものである 100 UPSは，

費用を下回る価格での販売の禁止，独占留保分野と競争市場との構造的分離を

求めて委員会に申立てた 110

委員会は，以下のような理解を前提として，問題となっている内部補助とい

う行為の分析を行っている九

第一に，内部補助が生じる場合とは，（1）あるサービスからの収益が当該サー

ビス提供に係る増分費用 Cincremental cost）を充分にカバーしていない場合

であり，その上で，（2）単独採算費用（stand-alonecost）を超える収益のある

サービス群が存在している場合である。すなわち，あるサービスにおける単独

採算費用を超える収益が内部補助の源泉であり，他のサービスの増分費用をカ

バーしていない収益がその内部補助の対象となる。独占留保分野が単独採算費

用を超える収益を得ていたため，この分野が内部補助の源泉となるO

第二に，ユニバーサル・サービス義務が費用に及ぼす影響は以下のとおりで

ある 130

独占留保分野に該当する市場と競争市場の両方のサービス提供に必要とされ

る共通固定費用のシェア算定には，ユニバーサル・サービスの品質基準充足，

及び，当該サービスにおける最大限の需要を充分にカバーしうるだけの能力の

維持の考慮、が必要である 140 そして， ドイツポストのユニバーサル・サービス
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提供能力維持に係る費用と，競争市場におけるサービス提供に係る特定の増分

費用は区別される必要がある。すなわち，前者は取扱い小包の量とは別個に生

じる費用であり，競争市場におけるサービスを停止したとしても増大する場合

があるO 従って，共通固定費用はユニバーサル・サービス提供義務がなくなる

場合においてのみ消滅することになる。

以上のことからは，独占留保分野からの収益を競争市場において使用すると

いう内部補助を行わないためには， ドイツポストは，競争市場におけるサービ

スの提供に割当てられる，あるいは，増分する費用を少なくともカバーする収

益を競争市場において獲得しなければならない～

第三に，競争市場における通販小包サービスに必要な費用の算定（増分費用

の範囲の画定）について，以下のような整理が行なわれている 160

ドイツポストによる通販小包サービスの提供には，配送施設があり，そこで

は同時に他のビジネス用小包サービスも提供している。一般に，通販小包サー

ビスは，集荷・分類・輸送・配達という手順により行なわれているO まず集荷

に関する費用については， ドイツポストが直接顧客の店舗から集荷し配送セン

ターへ輸送することから，通販小包サービスが消滅した場合，集荷費用は全面

的に削減されるので，通販小包サービスより生じる増分費用となる。分類に関

する費用については，分類を行うスタッフと施設の費用はユニバーサル・サー

ビスの提供のためにも必要であるが，同様に，通販小包サービスの直接的な取

扱い数量にも依存し，その分が増分費用となる。輸送に関する費用は，長距離

郵送はユニバーサル・サービス提供のため，競争市場でのサービスの提供に必

要な費用ではないため増分費用には含まれなL'oしかしながら，地域内等郵送

ならば取扱量の減少による配送センタ一等の統廃合が可能となり，一定の割合

で（半分），通販小包サービスが消滅した場合においてその費用が削減される。

そして，配達に関する費用に関しては，配達車両と戸別配達の費用について，

配達車両は一回の車両停止において一つの小包を配達することから，通販小包

サービスが消滅して配達が行なわれない場合その費用は削減されることになり，
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それらが通販小包サービスによって生じる増分費用となる。

以上のような費用を分析した結果， 1990年から1995年においては，通販小包

サービスを提供する際に生じる平均増分費用をカバーする収益はなく，ユニバー

サル・サービス提供に必要な共通固定費用と競争市場での通販小包サービスに

係る増分費用の一部を損失として生じさせているとしている（なお， 1996年以

降はその収益によりカバーされることになると委員会は判断した）。

委員会は，以上の事実関係の認定に基づいて次のような法的評価を示した。

まず，関連製品及び地理的市場は， ドイツにおける通販小包サービスとする 170

次に，市場支配的地位に関しては， ドイツポストが通販小包サービス市場の

85%以上の市場シェアを有し， ドイツにおける唯一の顕著な当該サービスの提

供者であることから市場支配的地位を占めると認定される 180 このようにドイ

ツポストの市場支配的地位が認定されたということは，競争者は，問題となっ

ているドイツポストの内部補助というような行為は行うことができないこと，

そして， ドイツポストの独占留保分野における収益が単独採算費用を常時超え

ていること，法的に保障された独占留保分野が内部補助の源泉となっているこ

と等を意味していると委員会は考えている 190

そして，市場支配的地位にあるドイツポストによる一定の費用を下回る価格

設定行為は次のように評価される九通常，略奪的価格設定行為は，支配的事

業者が競争者を排除し，あるいは，参入を阻害して，自己の市場力（market

power）をより一層増大させる意図のもと，費用を下回るサービスを販売する

場合に生じる。このような行為について，特にAKZO事件判決は，平均変動費

用（産出量に依拠して変化する費用）を下回る価格は，欧州競争法82条に違反

する市場支配的地位の濫用に該当すると判示している（AKZO；レール）。

委員会は，本件において，産出量に依拠して変化する費用が~＼かなるものか

について，独占留保分野と競争市場における共通固定費用と，競争市場におけ

るサービスにのみ割当てられる費用との聞の区別を考慮しなければならないと

した。すなわち， ドイツポストのユニバーサル・サービス提供義務を前提に，
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競争市場におけるサービスの提供に必要とされる費用のみが産出量によって変

化する費用としている九

そして， ドイツポストのこのような費用を下回る価格設定行為が，競争市場

において提供しているサービスの収益をカバーできない価格設定行為とされた

のである。このような行為は， ドイツポストによる競争市場におけるサービス

の提供は，ユニバーサル・サービス維持に必要な費用と少なくとも競争市場に

おけるサービスの提供に必要な費用を含む損失を生じさせ，同時に，当該行為

は， ドイツポスト自身の経済的利益ではないし，競争市場においてサービスを

提供する経済的利益も存在しなL、。

同様に， ドイツポストの行為は，競争市場におけるサービスを提供するため

の費用をカバーする価格で当該サービスを提供している競争者の事業活動を制

限することにもなるヘすなわち，競争業者は競争市場における事業活動の最

低需要規模（criticalmass）を達成できないことになる。このことは市場に

対して以下のような非効率を生じさせることになるヘ（1）支配的事業者が競争

市場におけるサービスの提供に必要な費用をカバーせず，独占留保分野からの

内部補助を恒常的に必要とする状態を創出することで，経済的資源を無駄にす

ること，（2）内部補助なしに費用をカバーする経済的に効率的な代替サービス

の提供が阻害されること，（3）稀少な資源が必要最低限をこえて競争市場にお

けるサービスの提供に使用されること，（4）独占留保分野において顧客に必要

以上の財政的な負担を強いること，であるO

以上の法的評価を根拠に，委員会は，特に通販小包サービス提供に必要とさ

れる費用を下回る価格設定行為を欧州競争法82条違反の略奪的価格設定行為と

認定した。

一般的に，欧州競争法82条において違法と判断されるためには，市場画定24,

支配的地位の認定，濫用行為の認定等が必要となるO しかしながら，欧州競争

法82条は，本件で問題となっている濫用行為の背景とされる内部補助について

規定しておらず，内部補助が略奪的価格設定行為の要件 あるいは，濫用行為
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に該当すると明示的に判示した先例もない 250

例えば， TetraPak E判決では， TetraPakの二つの別個ではあるが関連し

あっている市場（無菌充填機械・カートン市場と通常充填機械・カートン市場）

における濫用行為が認定された。委員会決定では，通常充填機械・カートン市

場における赤字販売が競争者排除の意図を意味し，この重要な証拠として，通

常充填機械・カートン市場での損失を独占的地位にある無菌充填機械・カート

ン市場での利潤により補填させている内部補助を指摘している。しかしながら，

第一審裁判所（Courtof First Instance）は，この点について詳細な分析を

行わず，内部補助は費用算定基準を下回るという事実の補強証拠にとどまると

判示しているO

以上のような委員会や裁判所の考えとは反対に，一般的には独占留保分野へ

の内部補助は行われないが，むしろ，後述する郵便告示26が指摘するように，

独占留保分野から競争市場への内部補助が後者の市場に悪影響を与える場合を

競争政策は想定しているとする見解がある九従って，本件では，会計上，構

造上の分離が制度的に確立していない中で，どのような場合において内部補助

を背景とした略奪的価格設定行為が欧州競争法上違法とされるのか，本件の特

殊性も踏まえて，その違法性判断基準としての費用算定基準の明確化が問われ

ているのであるお0

もっとも，費用算定には窓意性を伴うため，価格設定行為自体に対する規制

ではなく，事業者の独占留保分野と競争分野との聞の会計上・構造上の分離と，

その透明性確保（情報開示）が必要であるとの指摘もある”。

2. 問題の背景

(1) 欧州及びドイツの郵便分野における競争と法

欧州では， 20年ほど前から公益事業（publicutilities）とされる分野におい

て，従来から行われてきた国家等による規制を緩和あるいは廃止して競争を導
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入するという自由化が進められ，近年では電力やガスなど特定産業分野毎にそ

の度合いを強めている。自由化の流れは，欧州単一市場の形成を目的としてい

るが，特定産業分野毎の特徴を加味してその進行具合が決定されているへこ

の他にも，電気通信や航空，そして，郵便の各産業分野でも自由化に向けた法

整備等が欧州、｜・加盟国レベルの両方で行われている九

郵便は，消費者や事業者にとって重要な通信手段の一つで、あり，また，経済

活動に不可欠な物流としても重要である。しかしながら，欧州では，加盟国毎

の郵便に関する制度が独自に発展してきたこと，また，国内全域で事業展開し

ているユニバーサル・サービス事業者が政府機関や国営事業者であったことな

どから，加盟国間における郵便サービス市場は分断され，効率が悪かった。

このような問題を解決するため，欧州委員会（以下，「委員会」とする）は，

1992年6月，「郵便サービスにおける単一市場の発展に関するGreenPaper J 32 

を公表した。 GreenPaperは，欧州市場にユニバーサル・サービスに関する統

一された定義が存在しなかったこと，また，利用できる郵便サービスの種類，

郵便料金，関連法規などの制度がバラバラであったために，加盟国間における

ユニバーサル・サービスの質の水準に格差が生じていたこと等の問題を指摘し

た。そして，技術進歩や利用者のニーズの多様化を踏まえた上で，ユニバーサ

ル・サービスを維持しつつも，郵便サービスの質の向上を図り，欧州単一郵便

サービス市場を創設し，郵便事業の自由化と加盟国間の制度の調和を並行して

進めることを提示している。具体的には，郵便物の重量と料金によってユニバー

サル・サービス事業者に保障された独占分野の範囲を明確にすること，郵便サー

ビ、スへのアクセス・サービスの質・料金に関して加盟国間の調和を進め利用者

の選択の自由を確保すること，ユニバーサル・サービスの質に関する基準を設

定すること，サービスの質を測定する等監督制度導入を提案した。

その後，委員会は， 1993年にGreenPaper に対する意見を反映させた政策提

言文書（Communication）を公表したね。そして1997年12月には欧州理事会

と欧州議会による郵便指令が採択されへ同年には後述する委員会の郵便分野
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への競争ルール適用に関する告示も公表され，自由化の進展が著しい郵便分野

における競争政策の在り方が一層重要となった九郵便指令は，加盟国に，例

えば，ユニバーサル・サービスの提供やその品質の確保の義務に関する要件を

充足するよう求めている。ここで指摘されているユニバーサル・サービスとは，

すべての地域において一定の品質が保障された郵便サービスの利用可能な価格

によるすべての利用者への永続的な提供であるお。そして，加盟国による法的

枠組みを前提に，ユニバーサル・サービスを遂行するために必要な郵便施設や，

ユニバーサル・サービスの対象となる郵便物の範囲などを規定している 370

そして，委員会は，欧州、｜の郵便サービス市場がより十分にその機能を果たせ

るよう，郵便サービスの自由化を加速化させるため， 2000年 5月に上記指令の

改正を決定し，改正案は同年5月に欧州議会と欧州理事会に提出され，翌 6月

に採択された 380 特に，ユニバーサル・サービス提供事業者が排他的に取扱う

郵便物の重量上限を2003年 1月以降100グラムに， 2006年以降は50グラムに引

き下げる点が新しく規定された。

このような欧州レベルでの郵便事業に関する法的枠組みには，委員会による

郵便分野に対する競争政策の在り方に関する告示39も含まれるO

本告示は，委員会による郵便分野に対する競争ルールの適用を示す一方で，

ユニバーサル・サービ、ス義務についても規定している。さらに，郵便市場にお

ける競争を重視し，郵便サービスの提供を自由に行うことを制限するような事

業者の行為に対して競争法を適用することを規定している。告示の前文

(Preface）では，郵便事業分野における競争法の適用に際して，委員会は，消

費者への最高の便益を確保し，競争制限的効果を防止することを前提に，競争

法に適合する郵便取扱いに関する独占留保分野を考えなければならないと述べ

ている。そのために事案毎の対応が必要であり， monopolypowerとされる

「力Jを独占留保分野とされる市場から自由化された競争市場に拡大したり，

小規模利用者の犠牲を伴う大規模利用者に有利な正当化できない差別的行為の

ために使用してはならないとしている九
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競争法との関連では，まず，郵便市場における市場画定に関して，一般に，い

わゆる独占留保分野とされる郵便物の郵送サービス市場，速達メール市場，私

書箱等を利用した文書交換市場などについての個々の市場画定が行われること

になるとしている 410

次いで，画定された市場における支配的地位に関しては，公的郵便ネットワー

クを支配している唯一の事業者が欧州競争法82条にいう支配的地位を有してい

るとされる 420

そして，本稿との関係で問われる内部補助に関しては，以下のような記述が

ある。

まず，内部補助とは，ある一つの商品・地理的市場における事業活動の費用

の全て，あるいは，一部をもう一つの商品・地理的市場に関係をもたせたり，

配分させたりすることであるO 事業者が独占留保分野と競争市場においてサー

ビスを提供している場合における内部補助は，一定の状況のもとでは，競争を

制限し，非効率的なサービスの提供により競争者を排除することになると指摘

している九独占留保分野でのサービスの収益等を用いて競争市場での事業活

動を補助することは競争を制限し，欧州競争法82条に違反する場合が多いので

ある九

反対に，内部補助が競争を制限しない（あるいは，内部補助は必要である）場

合として，告示では，（1）独占留保分野における事業活動の費用が他の独占留

保分野のサービスにより生じる収益により補助されている場合（それらの事業

活動に関して競争が存在しなし寸，（2）事業者がユニバーサル・サービスを提供

する義務を遂行する上で必要とされる場合（例えば，利潤獲得が困難な地方に

おける手紙配送は都市部で利潤率の良い手紙配送により補助される場合）， (3) 

競争市場の事業活動からの収益を独占留保分野のサービス提供に補助する場合，

(4）競争分野間の内部補助の場合等を指摘している九

従って，告示では，市場支配的地位を有する事業者が，独占留保分野からの

収益を競争市場での事業活動に内部補助することはできないとしている。その
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ような行為は競争分野における競争を制限するからである。そして，内部補助

が競争に悪影響を与えるか否かの判断には，独占留保分野の事業者の競争市場

での価格が問題となる。その場合，原則として，価格は少なくとも競争市場に

おけるサービスの提供に係る平均総費用と同等であるべきとする。これは，事

業者の競争市場におけるサービスにのみ直接的に必要な費用（directcosts) 

に，共通固定費用 46の適切な割合を加えた費用を表している。その適切な割合

を決定するために，数量，消費時間，使用頻度などの客観的判断基準が使用さ

れると告示は指摘している 470 

なお， ドイツにおける郵便事業に関する法的規制枠組みは以下のように整理

できる九

ドイツの郵便市場はL、わゆる規制産業であり，当該市場に対しては規制当局

(Regulatory Authority for Telecommunications and Post）が新郵便法

(New Postal Act）に基つeき，一定の郵便物に関する排他的取扱いの権利の

承認（ライセンス），ユニバーサル・サービスの監視，料金規制や支配的地位

の濫用阻止を競争政策上の支配性（dominance）の概念を軸に規制を行ってい

る。

ドイツにおける郵便市場の法的規制枠組みは， 1998年1月1日に施行された

新郵便法により規定されている。同法は， ドイツにおける自由化された郵便市

場における競争を促進してドイツ国内全土において適切なサービスの提供を保

証するという法的規制枠組みを提示している。新郵便法では，ユニバーサル・

サービスは，「一定の質と適切な価格であまねく提供される郵便サービス」と

され，また，国家が同サービスの保障に係る最終責任者であるとしている九

いかにユニバーサル・サービスを保障するのかは，規制当局がユニバーサル・

サービスの提供が適切に市場において行われていないと判断した場合に，特定

の事業者（市場支配的事業者等）に当該サービス提供確保の協力義務が発生す

る。そして，一定の場合において郵便市場で事業活動を展開しているすべての

事業者は，個々の収益の割合に応じたユニバーサル・サービス・ファンド（基
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金）を用いて，ユニバーサル・サービス提供事業者への金銭的支援という形で

本サービスの提供に貢献することになる 500 具体的なサービスの内容や品質に

ついては，新郵便法に基づくユニバーサル・サービス規則が規定している九

なお， ドイツポストが有している一定の郵便の法定排他的取扱範囲は， 200グ

ラム未満且つ料金が1997年における葉書等の価格の 5倍以内であった。そして，

2002年の新郵便法改正により，それは2007年12月31日まで延長され，同時にユ

ニバーサル・サービス規則も2007年の期限までにあわせて改正された（2005年

12月31日まで100グラム未満且つ葉書等の価格の 3倍以内， 2007年12月31日ま

で50グラム以内且つ葉書等の価格の2.5倍以内）。

また，料金については，市場支配的地位にある事業者に対する事前及び事後

的な料金規制が行われている 520 その際に使用される費用概念である効率的サー

ビス提供費用（costsof efficient service provision）は，サービス提供に係

る長期増分費用と，提供量とは独立した共通費用（ビジネスリスクに適合した

利潤マークアップを含む）とを合わせた費用であり，サービス提供を決定する

際の判断基準である増分費用概念が基礎になっているとされる九

(2) 費用概念の整理

略奪的価格設定行為に対する規制の先例や委員会決定は，問題となる「費用

を下回る」価格設定の判断基準として，様々な費用概念を用いている。以下，

それらの一般的な意味内容を整理する 510

まず，略奪的価格設定行為の違法性判断基準との関連では，限界費用

(marginal costs）が重要な費用概念である。限界費用とは，産出量 1単位を

増加させることにより生じる事業者の総費用の増加分とされる。事業者は，産

出量の増減による費用と収益の関係を重視して，事業活動の継続や価格設定を

行うことから，限界費用が事業者の事業活動の指標となるO そして，限界費用

の他にも，事業者が事業活動を行なう際に生じる費用として，固定費用

(fixed costs）と変動費用（variablecosts）が存在する。前者は，事業者の
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商品・サービスの産出量によっては変動しない費用であり，後者は，変動する

費用であるO そして，総費用とは，この両方の費用を合算させた費用であり，

これを産出量で除した費用概念が平均総費用（averagetotal costs）となる。

同様に，変動費用を産出量で除した費用概念が平均変動費用（averagevari-

able costs）となり，平均総費用を常に下回ることになる。

現在までのところ，欧州や米国における裁判所や規制当局は，略奪的価格設

定行為の規制として，短期限界費用を競争的価格と略奪的価格との線引き基準

として位置付け，この短期限界費用の算定が困難であることから平均変動費用

をこれに代用するという学説を採用している。そして，様々な学説等を中心に，

この平均変動費用基準に対する批判や修正に関する議論が活発に行われ55，本

件もその一端を担うものであろう。

これらに加えて，本件では，特に以下の費用概念に言及する必要がある。一

般的に，上記平均変動費用と同様，限界費用に代わる費用概念とされる増分費

用 (incrementalcosts），回避費用（avoidablecosts）である。

増分費用については，本委員会決定の脚注 7では，競争市場における通販小

包サービスを提供する際に生じる費用のみから構成されるとしている。この費

用には，通販小包サービスの提供の結果としてからのみ生じたのではない，独

占留保分野にも用いられている共通固定費用（commonfixed costs）は含ま

れないとするO 共通固定費用は，競争市場における通販小包サービスにのみ関

連しているのではなく，事業者がすべてのサービスを提供しなくなった時にの

み消滅するとしている九

回避費用とは，一般的に，同等に効率的な競争者を市場から排除しうる略奪

的行為を規制するために，競争者が市場に残った場合に必要とされ，退出する

ことで回避され得るすべての費用としている九この回避費用には，産出量が

増加している時に必ず発生し，回避不能な費用，あるいは，埋没費用は含まれ

ないとしている。

本件に対する批評論文の多くは，委員会は増分費用，あるいは，回避費用を
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費用算定基準として採用したとしている。二つの費用概念の関係はどのように

理解するのか。通常，増分費用と回避費用とは区別され，増分費用には，回避

費用では含まれない回避不能な費用，あるいは，埋没費用が含まれ，回避費用

よりも大きくなるとされている 580 また，二つ費用概念の違いとして，増分費

用が回避費用よりも大きくなる根拠として，考慮すべき時間軸が挙げられる 590

一般的に，増分費用基準は，事業者にとっての長期の費用概念として理解され

ており，回避費用は短期の費用概念であるとされるへそして，増分費用基準

は，共通固定費用が顕著で，高い固定費用と低い変動費用という特徴を持つ規

制産業において長期ベースでの費用回収という観点から適切な費用概念である

とされている 610

しかしながら，長期増分費用が適切であるとされる，高い国定費用と低い変

動費用を特徴とする産業は，何も規制産業だけではないという反論もあるヘ

長期増分費用が回避費用よりも高いことが恒常的であるとされる全ての市場に

おいて長期増分費用を下回る価格設定行為を欧州競争法上違法とすることは，

事業者が効率的な競争を行うことを困難にし，一定の低価格による消費者の便

益を否定することになるからである 630

本件は，規制産業の特徴を有する郵便事業分野においてAKZOルールの平均

変動費用に代わるより適切な費用概念として増分費用を採用し，これを下回る

価格設定行為を欧州競争法82条に基づいて違法と判断したと理解することもで

きる。しかしながら，上記の費用概念の意味内容を前提とすると，回避費用と

の関係や共通固定費用の意味内容についてはさらに議論の必要があると思われる。

3.検討

(1) 欧州競争法82条における略奪的価格設定行為規制とその問題点

欧州における略奪的価格設定行為に対する規制は，欧州競争法82条に基っーく，

市場支配的地位を有する事業者の濫用行為の規制として位置づけられている。
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同条違反と言うためには，関連市場画定・市場支配的地位の認定・濫用行為の

認定64等をそれぞれ立証しなければならなL、。

略奪的価格設定行為に対する規制の先例としては，欧州司法裁判所による二

つの判決（AKZO判決65とTetraPak E判決66）が挙げられる九特に，本稿の

議論の中心である略奪的とされる価格の基準について， AKZO判決及びAKZO

判決を踏襲したとされるTetraPak E判決では，市場支配的事業者の設定した

価格が濫用に該当する場合として，（1）平均変動費用を下回る場合，（2）平均変

動費用以上であるが，平均総費用を下回り，これが排他的・反競争的な計画の

一部として行われた場合であるとしている。裁判所では（1）について，このよ

うな価格設定は競争者排除以外の合理的目的はないとして，行為者の市場支配

的地位の強化が目的であり，常に濫用に該当するとし，（2）の場合は，特に反

競争的な計画の一部としての「排他的な意図」に関しては，当該価格での販売

期間や市場効果等その規模を考慮するとしている。

そして，略奪的価格設定行為に対する規制の枠組みの特徴は以下のように整

理できる。

第一に，濫用行為が競争（市場）に対してどのような悪影響を与えるのかとい

う点に関しては，市場支配的地位68とその濫用行為の意味内容が問題となる 690 

一般的には，欧州裁判所や委員会が想定する欧州競争法82条違反となる濫用行

為の市場に対する効果は，競争者の排除であるとされる 700 そして，略奪的価

格設定行為の市場に対する反競争効果としては，（欧州裁判所や委員会が明確

にはしていない埋合せの考え方を前提に）市場支配的事業者と同等に効率的な

事業者の排除であるしている九もっとも，裁判所や委員会が考えている様々

な濫用行為に通じる競争者の排除という概念が，果たして市場支配的事業者と

同等に効率的な事業者の排除を念頭に置いているのか，あるいは，効率性とは

無関係に複数事業者の存在を意味しているのか明確ではないとの指摘もある九

なお，濫用とは，本稿の脚注70における欧州裁判所の濫用の定義にある通常

の競争とそうではない競争を線引きするために，市場支配的事業者による市場
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支配力の行使（exercise）が，競争水準以上に価格を引上げ，品質を低下させ

ることで直接的に消費者厚生を害する行為とする見解もある九

第二に，欧州では，市場支配的地位の認定に際して市場シェアが重要視され

ている傾向にある九特に，後述のAKZO判決において欧州裁判所は，例外的

事例を除いて， 50%という極めて高度の市場シェアはそれ自体として市場支配

的地位の存在を示す指標となるとしている 750 そして，市場シェアが40%から

50%の場合は，競争者との市場シェアの格差等追加的判断要素を考慮する必要

があるとの理解もある 760

第三に，欧州競争法82条の規制においては，欧州共同体市場における真正か

っ歪曲されない競争を阻害するような行動は許容されないという市場支配的地

位を有する事業者に対する「特別の責任」が指摘されている九

そして，二つの先例において示された略奪的価格設定行為の違法性判断基準

としての費用基準については学説等からの様々な指摘がなされている九

例えば， AKZOJレールは，特にネットワーク的特徴を有する規制産業におけ

る略奪的価格設定行為規制には有用ではないと指摘する学説がある九

同様の指摘は，電気通信分野における競争政策の在り方を示した委員会のア

クセス告示においても見られるヘアクセス告示においては，略奪的価格設定

行為は，支配的事業者が，参入阻害あるいは競争者を市場から排除する，そし

て，市場支配的事業者がさらなる市場支配力を増大させて利潤を獲得する意図

を持って，一定の持続的期間において費用を下回る価格での商品やサービスを

販売する場合に生じるとしている。例えば，電気通信分野において異なる電気

通信インフラストラクチャーのネットワーク間競争が存在している場合，支配

的事業者が，他の（潜在的な）インフラストラクチャーの提供者との間の競争

を消滅させる意図で，アクセスについて不正な低価格を設定する行為を問題視

する。

AKZOルールにおいて違法と判示された平均変動費用を下回る価格設定行為

とは，支配的事業者が自己の独占的地位の優位性を利用して後に価格を引き上
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げることを可能とし，競争者を排除する以外に当該低価格を設定する意図を有

していないということを意味しているO

アクセス告示は，ネットワーク産業においてこのようなAKZOルールの画一

的適用はネットワーク産業の経済的現実性を反映していないとしているO すな

わち，ネットワーク産業における費用構造は，共通固定費用 81が通常の産業よ

りも極めて大きく，そして，電気通信サービスを提供する場合の変動費用は，

通常の産業における変動費用と比べると低し、。また，アクセス告示は，事業者

により長年設定され，投資決定の基礎となってきた価格へAKZOルールを適用

する場合であっても，費用はサービス提供により増分する（areincremental) 

総費用（totalcosts）を含むべきであるとする。さらに，費用分析の際に適

切な時間的枠組みが必要であり，極めて短期あるいは長期という時間的枠組み

は適切ではないとしている。以上のことからも，委員会は，アクセス告示にお

いて，一年以上の期間にわたるサービス提供に係る平均増分費用（average

incremental costs）の審査を必要としている。

また，内部補助が行われている場合におけるAKZOルール適用に関しては，

以下のような問題点が指摘されているへまず， AKZOルールは，特定の一つ

の市場が問題となっており，内部補助のように比較的短期間において別々の市

場における事業活動に共通固定費用が存在する場合には適用できないとされる

のである。従って，複数の市場において事業活動を行っている市場支配的事業

者のある競争市場における費用の大部分が他の市場との共通固定費用である場

合において，特定の一つの市場を念頭に置いたAKZOルールの適用は不適切で

ある。そして， AKZOルールでは，市場支配的事業者と競争者双方の共通固定

費用を考慮、しなかったため，市場支配的事業者による競争市場への内部補助に

より生じる競争市場における参入障壁を捉えられないことになるという指摘で

ある。
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(2) 費用算定基準に関する考え方

本件は，費用算定基準として平均変動費用を採用したAKZOルールではなく，

新しく増分費用を採用したとされているヘ一般に，増分費用や単独採算費用

は，単一の市場で使用される費用概念では捉えることが困難である範囲の経済

性を有する市場における費用算定に対して有用とされているヘしかしながら，

本件で採用された費用算定基準に関しては，以下のような評価が行われているO

第一に，委員会決定に対して以下のような批判が存在するo

まず，委員会の判断に基づけば，ある市場で支配的地位にある事業者が内部

補助を行うことで別の競争状態にある市場で事業活動を行うこと自体を規制し

てしまうおそれがあると批判している見解があるヘ委員会決定では，市場支

配的地位にある事業者の競争市場における事業活動が，競争市場での増分費用

をカバーしていない場合に略奪的であるとしているO 増分費用に含まれる新サー

ビス提供によってのみ生じる固定増分費用（fixedincremental costs）が本

委員会決定の費用算定基準に組み込まれていると主張するのであるO そして，

商品やサービス間の関連性（ここでは範囲の経済性としている）が低い市場で

は，増分費用と単独採算費用とは近似値（これを増分費用と単独採算費用の

「平均費用（averagecosts）」としている）となるとする。

このような委員会の「新基準」によるならば，ある事業者に範囲の経済性が

ない場合，競争市場での利潤獲得が否定されると（すなわち，「平均費用」を

下回る価格でのサービス提供が行われると）濫用行為に該当することになり上

記のような懸念が指摘されたのであるO

次に，委員会による増分費用のみによる判断は， ドイツポストがすべての郵

便局において賃料ゼロで銀行業務，保険業務や旅行代理店業務を行なう場合適

切な判断基準ではないとする見解がある 860 ユニバーサル・サービス義務を前

提とした委員会の結論は，すべての共通固定費用部分がドイツポストの独占的

行為に使われるということであり，このような義務を負っていない市場支配的

事業者の場合には同じ結論には達し得ないという点である。従って，本件の特
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殊性から考えると，委員会の判断は，市場支配的地位にある事業者の競争市場

における価格が略奪的か否かは，競争市場での増分費用を下回るかどうかにの

み依拠していることになる。ユニバーサル・サービス義務が存在しない場合で

あれば，本決定による増分費用基準ではなく，適切な基準による共通固定費用

の配分義務の枠組みが必要となるヘ

第二に， ドイツポスト事件は回避費用が採用された事案であるとする諸見解

がある。

まず，委員会は，独占留保分野におけるサービス提供に必要な能力維持費用

と競争市場における特定サービス提供に係る増分費用との関係を明らかにする

ために回避費用基準（avoidablecost standard）を採用したとする見解があ

る”。このような基準は，電気通信のような固定費用が高く，変動費用が低い

特定の産業における適切な基準であるとする。そして，郵便のような範囲や規

模の経済性が機能する場合にも妥当する基準とされるへもっとも，この見解

は，増分費用と回避費用との区別を意識していないようである。すなわち，こ

の見解は，委員会の費用算定基準を長期増分費用 (long-runincremental 

cost）と理解して，前述した委員会による電気通信のアクセス告示や，英国に

おける1998年競争法の電気通信への適用に関するガイドライン 90においても，

長期増分費用は，資本及び事業運用を含む新しいサービスの追加的産出量の長

期総費用（totallong-run cost）を考慮に入れており，増分という概念に対

応しており適切な費用算定基準であるとしているのである。いずれにしろ，長

期増分費用をカバーする価格の場合は利潤を獲得でき，略奪的とは認定されな

いことになる。

そして，本件に回避費用基準を適用すると，以下のようになるとする 910 委

員会は， ドイツポストのユニバーサル・サービスにより生じる費用すべてが，

ドイツポストがドイツにおいて義務付けられているかぎり固定した，そして，

回避不能な費用であるとしている。その上で，競争市場において濫用行為と認

定されないためには， ドイツポストは競争市場でのサービス提供にかかるすべ
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ての追加的費用をカバーするだけの収益を得ていなければならない。他方，競

争市場でのドイツポストの競争者は，そのサービスに必要な単独採算費用をカ

ノ〈ーしなければならなし、。ドイツポストは，単独採算費用に含まれている共通

固定費用はすでに独占留保分野における事業活動の収益によってカバーされて

おり，競争者の単独採算費用よりも低い増分費用のみをカバーするだけで十分

である”。この場合，増分費用は範囲の経済性により低費用，これに対して単

独採算費用は高費用となるヘ従って，長期間において競争市場での収益がな

い場合や競争市場から撤退しない場合は，市場支配的地位を有する事業者の濫

用行為が認定されるとする 940

一方で，競争法上問題となる内部補助を背景とした略奪的価格設定行為に対

する規制に実効性を持たせるには，本質的に，内部補助に係る共通固定費用に

関する配分方法が重要となるとの指摘がある。競争市場でのサービスを停止し

た場合に削減できる（回避可能な）費用の算出を行う際に，共通固定費用の配

分を明らかにしなければならないとする見解であるヘ

委員会決定では，輸送センターと配達ポイントについて，ユニバーサル・サー

ビス提供確保にどの程度のセンターやポイントが維持されなければならなし、か

を分析しているO しかしながら，上記センターとポイントは，競争市場におけ

るサービスの提供にも，また同時に， ドイツポストがユニバーサル・サービス

の提供を行う際にも使っている場合があり，従って，共通固定費用を明確に二

つに配分することは困難であり，競争市場におけるサービス提供に係る増分費

用の算定についての問題点が残っているとされるヘ

5.結びにかえて

以上，欧州競争法82条による内部補助を背景とした略奪的価格設定行為に対

する規制について， ドイツポスト事件を通じて検討した。本件は，以下のより

詳細な議論の必要性を指摘していると考える九

-36 ( 316) -



まず，欧州競争法における略奪的価格設定行為規制における本委員会決定の

位置付けであるO 本件が，先に公表された郵便事業と競争政策の関係について

の委員会告示が指摘した内部補助の競争に対する悪影響の典型的事例であると

考えることも可能であろう。そして，市場支配的地位を市場シェアに基づき認

定し，行為者にとって経済合理性のない略奪的価格設定行為を濫用行為と認定

して規制する枠組みを提示した。その際に，委員会は， AKZO；レールの平均変

動費用基準の代わりに増分費用基準を採用して，これを下回る価格設定を違法

としている”。従って，本件は，略奪的価格設定行為に関する先例の規制枠組

みに依拠しながら，先例が言及していない内部補助について，郵便事業と競争

政策の関係についての委員会告示に照らして判断したと考えることができる。

しかしながら，本件が，内部補助を背景とする略奪的価格設定行為を欧州競

争法上違法と認定した判断には次のような二つの課題が残っている。

第一に，特定産業における略奪的価格行為規制の判断基準となる費用算定基

準についてで、ある。郵便分野のような産業は，様々な論者によって，複数の市

場にわたって範囲の経済性を有するネットワーク産業として理解されてきた。

そして，ネットワーク産業に特徴的な複数の市場において事業活動を行ってい

る事業者の有する共通固定費用の存在からも，略奪的価格設定行為規制の先例

が採用している短期ベースでの平均変動費用を判断基準とするAKZOルールは

不適切であるとしている 990 

短期ベースの費用算定基準に基づいて，ネットワーク産業において問題となっ

た価格設定行為が違法か否かを判断する場合を考えると次のような問題が生じ

る。そのような価格設定行為では，通常，独占市場と競争市場といった複数の

市場の両方におけるサービス提供に必要となる共通固定費用の回収が不可能と

なり，長期的に損失を生じさせ，事業者が赤字退出あるいは新規参入者の参入

も困難となる。つまり，事業者の合理的な価格設定行為とは思われないのであ

る。さらに，規制を行なう上でも，長期ベースの費用算定基準よりも低くなっ

てしまう短期ベースの費用算定基準では，長期的損失や競争者の排除を可能と
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する価格設定行為に対しても，合法と判断する場合が多くなってしまう可能性

がある JOO。そこで，長期ベースでの共通固定費用回収も含めた考え方として，

本件は，増分費用，あるいは，回避費用山を用いてこの点を解決しようとした

のではなし、かという捉え方もできる問。

同様に，委員会は，ユニバーサル・サービスや法的独占，そして，ネットワー

ク産業での共通固定費用の存在といった本件の特殊性から，本件にのみAKZO

ルールの費用算定基準である平均変動費用を増分費用に読替えて適用したとの

理解することもできる 1030 もっとも，前述の費用概念の整理でも指摘したよう

に，それぞれの費用の意味内容については議論の余地があるため，本件と先例

との整合性には問題が残っていると考えるO

第二に，内部補助が費用算定基準の考え方に及ぼす影響についてである。本

件では，独占留保分野も含めた郵便市場全般の特徴（高い固定費用，法的独占，

範囲の経済性など）を考えると，仮に独占留保分野が自由化された場合であっ

ても，そこへの競争導入によるクリームスキミングの脅威は限定的になる。従っ

て，自由化された場合であっても依然として市場支配的地位にある事業者の行

う内部補助については，競争政策上問題となる場合が多いと言えるO

しかしながら，競争市場での事業活動継続のための下限を示している費用を下

回る価格設定を欧州競争法上違法とする場合，競争市場での当該費用に，独占

市場でも使用されている共通固定費用のどの部分が使用されているのか画定され

なければ，違法となる内部補助の本質的な判断基準とはならなLい九すなわち，

競争が行われている市場と独占状態の市場において利用している共通の施設等に

係る共通固定費用について，特に，配送や集荷に係る人件費や輸送費等，競争

市場のみに生じている費用ではない場合，共通固定費用の中の増分費用とされる

範囲の画定とその費用の具体的数値の算定方法が問われることになるO

本稿は，平成14年度公正取引委員会委託調査「公益事業分野における市場支

配的地位の濫用に対するEU競争法の適用に関する調査」の西村担当部分に係

る成果の一部分である。
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86 John Temple Lang & Robert O’Donoghue, id., at 155. 
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を防ぐ意味で委員会決定が行われたとしている。

104内部補助の欧州競争法82条における規制については，それ自体の規制は困難であるとし，

委員会による措置や会計上の措置などによって内部補助を使った濫用行為は阻止できるとの

指摘もある（RICHARDWHISH. supra note 89, at 653）。
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